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事業の目的と概要

Ⅰ　成果指標（活動指標）

Ⅱ　活動実績・成果

Ⅲ　課題と今後の取組

【成果指標１】普通会計職員数（正職及び常勤再任用、住民千
人当たり）
普通会計職員数：2,566人（住民千人当たり6.73人）
・行政需要の変化に対応しつつ、最少の経費で最大の効果を上
げることができるよう業務量に見合った最適な職員体制の構築
に取り組んだ。

【成果指標２】包括外部監査における指摘への対応率
対応済件数（過年度分含む。）：194件
総指摘件数（過年度分含む。）：317件　※１
指摘への対応率　　　　　　：61.2％となる見込み　※２
※１　複数の施設に共通する指摘事項については、それぞれで
対応が必要なため、１施設当たり１件とカウント
※２　措置状況公表前の数値のため7月1日時点の見込みとして
いる。
令和５年度包括外部監査結果報告書における指摘事項について
は、結果が15件、意見が101件であった。

【成果指標３】市債権の徴収率

【成果指標４】市債権の収入未済率
・強制徴収公債権の財産調査及び相続人調査の一元的な実施に
より、効率的かつ効果的な滞納整理が進められた。
・債権管理に関するヒアリングの実施、徴収整理計画の策定、
弁護士による債権管理に関する法務的な助言・指導などの取組
を行った。
・上記取組の結果、市債権の徴収率は、前年度比で0.4ポイント
向上し、収入未済率は、前年度比で0.4ポイント減少した。

【財務情報に基づいた評価】
・効率的な財産調査を行うため、預貯金等照会電子化サービスの
通年利用の運用を開始し、また、契約を従量制から定額制に変更
したことに伴い役務費が増加した。

　本管理事業は、幅広い分野の取組の推進と新たな行政課題へ
の対応を行っており、コストの多くを人件費が占めている。今
後、人件費のコストをできる限り抑えるためには、日々の業務
のプロセスを見直し業務を簡素化するなどの取組が必要であ
る。
　包括外部監査については、住民の福祉の増進や、最少の経費
で最大の効果の発揮といった観点から、本市が置かれている状
況や社会経済情勢、監査人の能力や専門分野を踏まえ、選定さ
れたテーマに基づき実施されており、監査結果に対応し、活用

することで、より効果的かつ効率的な行政運営につながるものと
考える。
  債権管理水準の向上を図るため、統一的な債権管理システムを
業務システムの標準化に合わせて導入を図る。
　今後も引き続き、全室課における事務の適正化、効率化の取組
を推進する。

市債権の収入未済率 ％ 4.2 3.9 3.5
市債権のうち、収入未済がある債権（企業会計を除く。）の
収入未済率

市債権の徴収率 ％ 95.4 95.8 96.2
市債権のうち、収入未済がある債権（企業会計を除く。）の
徴収率

包括外部監査における指
摘への対応率

％ 40.0 44.3 61.2
包括外部監査における指摘事項（過年度未対応分を含む。）
に対応した割合

普通会計職員数（正職及
び常勤再任用、住民千人
当たり）

人 6.77 6.78 6.73
住民千人当たりの普通会計職員数（正職及び常勤再任用）
第３期職員体制計画において、目標数値は設定していない
が、年度別推進計画によって、進行管理している。

【目的】　行財政改革を推進し、持続可能な行政運営を行うとともに、新たな行政課題に柔軟に対応しつつ、最適な行政サービス
　　　　　を効果的かつ効率的に提供する。
【概要】・行財政改革推進事業（指定管理者制度の効果的な運用、外郭団体の在り方に関することなど、市の事務の適切な執行を
　　　　　徹底するとともに、効果的かつ効率的で持続可能な行政運営を推進する。）
　　　　・債権管理事業（債権管理に関する徴収整理計画策定や、徴収困難な債権の整理など、全庁的な債権管理水準の向上を行
　　　　　い、適切で公平な債権管理をする。）

指  標  名 単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度 指　標　の　定　義

総務管理費 （目） 1 一般管理費

部局名
行政経営部、税務

部
予算執行

所属
企画財政室、債権管理課

主な歳出
予算科目

一般会計 （款） 2 総務費 （項）

管理事業名 行財政改革推進事業
総合計画
の体系

1

大綱 行政経営

政策 行政資源の効果的活用

施策 効果的・効率的な行財政運営の推進



Ⅳ　財務情報
◆貸借対照表【ＢＳ】 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計

◆行政コスト計算書【ＰＬ】 （単位：千円） 財務諸表の特徴的な事項

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 (a)
給与関係費
物件費
維持補修費
社会保障扶助費

特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額
賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
支払利息
その他
経常費用　小計 (b)

経常収支差額 (a)-(b)=(c)
固定資産売却益 単位当たりのコスト分析(「経常費用 小計(b)」÷「実績」）
その他
特別収入　小計 (d) 円 円 円
固定資産除売却損 人 人 人
その他 円 円 円
特別費用　小計 (e)

特別収支差額 (d)-(e)=(f)
一般財源調整額 (g)
当期収支差額 (c)+(f)+(g)
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

人にかかるコストの内訳
◆キャッシュ・フロー収支差額集計表【ＣＦ】 （単位：千円）

行政サービス活動収入
行政サービス活動支出

投資活動収入
投資活動支出
投資活動収支差額 分析指標 (単位:％)

財務活動収入
財務活動支出
財務活動収支差額
収支差額　合計
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
前年度からの繰越金 100.0 100.0 0.0- - - - 一般財源充当比率 100.0

-
- - - - 受益者負担比率 - - - -

- -
- - - - 徴収不能引当率 - - -

- - -
161,021 178,573 185,482 6,909 経常費用対公共資産比率 - -

△161,021 △178,573 △185,482 △6,909 施設維持補修費比率 -

B-A
- - - - 施設老朽化比率 - - - -

令和4年度 令和5年度 差
- - - - A B
- - - - 　　　　　　　年度

分析指標
令和3年度

- - - -
- - - -

- - - - 合計 168,747
行政サービス活動収支差額 △161,021 △178,573 △185,482 △6,909 特別職非常勤

2,883 17.88
161,045 178,605 185,553 6,948 会計年度任用等 18,181

-

23 32 71 39 常勤・再任用 150,566

月平均従事
人数(人)区分 令和3年度

令和4年度 令和5年度 差額 うち時間外手
当等(千円)A B B-A

△9,156 △13,590 △5,877 7,712

給与関係費
等(千円)

- - - -
- - - -

△170,177 △192,163 △191,360 803
161,021 178,573 185,482 6,909

- - - -
分
析
内
容

退職手当引当金繰入額の減により、市民１人当たりのコ
ストが減少（各年度３月31日現在の吹田市人口で算出）

- - - -

- - - - 実績

381,238 382,336
- - - - コスト

449 504 501
特
別
費
用

- - - - 実績 378,781

単位 令和3年度 令和4年度 令和5年度
- - - -

市民１人
コスト

特
別
収
入

- - - -
- - - -

170,201 192,195 191,431 △764
△170,177 △192,163 △191,360 803

- - - -
- - - -

9,082 11,243 12,065 822
16,756 20,538 10,620 △9,918

-
- - - -
- - - -

負担金・補助金・交付金等 791 673 701 28
- - -

- - -
- - - -

経
常
費
用

124,987 139,667 146,062 6,395
18,584 20,073 21,982 1,909

-

23 32 71 39
23 32 71 39

- - - -
- - - -

【PL】
物件費

預貯金等照会電子化サービスの通年利用の運用
開始及び従量制から定額制に契約変更したこと
による増
1,807千円

- - - -
- - - -

国庫支出金（経常費用充当） - - - -
- - - -

経
常
収
入

- - - -
- - - -
-

特徴的な事項
A B B-A

【PL】
給与関係費

債権管理事業において、債権管理システム導入
及び財産調査業務の拡充による、給与関係費の
増加
※月平均従事人数
　令和４年度17.66人→令和５年度17.88人

- - -

勘定科目 令和3年度
令和4年度 令和5年度 差額 勘定科目等

-- - - 負債及び純資産の部
合計

- -
- - -
- - - △114,105 △119,982 △5,877
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - - △114,105 △119,982 △5,877

-
- - - 114,105 119,982 5,877

イ

ン

フ

ラ

資

産

- - - - -

- - -

- - - - - -
- - - 102,861 107,917 5,055

- -
- - - - - -

- -
- - - 102,861 107,917 5,055

固
定
資
産

事
業
用
資
産

- - - -

- - - -

- - - - - -
- - - - - -

- -
- - - 11,243 12,065 822

822
- - - - - -流

動
資
産

- - - 11,243 12,065

- - - -

令和5年度末 差額
A B B-A A B B-A

勘定科目
令和4年度末 令和5年度末 差額

勘定科目
令和4年度末

7(一般会計・行財政改革推進事業)


